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株式会社エイチ・アイ・エス （本社：東京都新宿区 代表取締役社長：平林 朗 以下 H.I.S.）は、第 30 回オリンピック

競技大会（2012 年ロンドンにて開催 以下 オリンピック大会）の日本国内公式入場券販売業者に決定いたしました。

あわせて、2011-2012ＪＯＣ（日本オリンピック委員会）公式旅行代理店にも決定いたしました。 

 

H.I.S.はこの度、初めて「オリンピック大会の日本国内公式入場券販売業者」となりました。2012 年のロンドンでのオ

リンピック大会開催は、過去最多の３回目となり、地球環境に配慮した“エコオリンピック”がテーマとされています。 

当社でも、旅行を通じて、環境保全にも積極的な活動を行いながら、今大会の成功につながるよう貢献していくととも

に、日本代表アスリートの方々の活躍を現地で多くの日本の方々が応援できるようサポートしてまいります。 

 

当社では、今大会を、ご家族、学生のグループ、ＯＬさん、など様々な世代の方々にオススメできるよう、観戦チケッ

ト付きツアーを多数企画してまいります。個人でのご旅行はもちろん、法人・企業様、団体・グループ旅行のご要望に

もお応えいたします。さらに、H.I.S.ホームページ内にロンドンオリンピック観戦の特集ページを設け、その中で観戦ツア

ー、航空券とホテル、オリンピックチケット、オプショナルツアーなど商品の案内を発信していくとともに、オリンピックの

最新情報や、ロンドンの旬な情報などの発信も行う予定です。 

H.I.S.のロンドンオリンピック観戦ツアーにて、世界のトップアスリート達が繰り広げる、４年に１度の熱い戦いを、より

多くのお客様に、現地でご体感いただきたいと思っております。 

 

  同時に、2011-2012ＪＯＣ公式旅行代理店に決定したことにより、オリンピック大会以外にも、今後 2 年間の各種アジ

ア競技大会、ユニバーシアード競技大会、ユースオリンピック競技大会などのチケットも、当社で取り扱いが可能にな

りました。各競技大会におきましても積極的に観戦ツアーを企画していきたいと考えております。 

 

また、H.I.S.官公庁デスク内に「スポーツ、文化推進デスク」を昨年新設しております。本デスクは、海外遠征費用を

個人負担でまかなっている選手の方々に対して、より安く、より効率的に遠征に行けるようなスケジュールをご提案し、

心身とも万全な状態で試合に臨めるような環境を提供していくことを目的として、設置いたしました。今後は、選手の

方々をサポートする関係者の方専用の“応援ツアー”も企画してまいります。選手個人だけでなく、各スポーツ協会、団

体、さらに関連企業とも協力をして、トータル的なサポートも目指してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

☆H.I.S.ロンドン支店が日本語で２４時間安心安全の 

 サポートを行うと共に、現地発着のツアー企画等も積極的に行ってまいります。 

～ 『２０１２年ロンドン大会』 ～ 

『第３０回オリンピック競技大会』日本国内公式入場券販売業者､ 

『ＪＯＣ（日本オリンピック委員会）』公式旅行代理店 に決定！

本件に関するお客様からのお問い合わせ先 

株式会社 エイチ・アイ・エス スポーツ・文化推進デスク 

TEL：03-6686-3691  FAX：03-3597-8733 営業時間 平日）09:30～18:00、 土日祝） 休み 

営業所案内：http://www.his-j.com/kanto/corp/corp/specialty/corp_toranomon/index.html 

本件に関するマスコミからのお問い合わせ先  

株式会社 エイチ・アイ・エス 東日本地区 広報担当 ： 志村 直子 

TEL：03-5908-2477  FAX：03-5908-2187 営業時間 平日）10:00～18:30、 土日祝） 休み 

E‐MAIL：t-eigyo01@his-world.co.jp （本ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽはﾏｽｺﾐ関係の方からのお問合せ専用とさせていただいております） 

※その他、ＩＲ広報関連のお問い合わせは、経営企画室：清國・三浦 TEL：03-5908-2070 FAX：03-5908-2423 までお願いいたします。 

当社では今後、スポーツを通じて、主に若い世代の

方々に夢を与えられる世界の舞台を目指すアスリートの

方々を応援し、世界平和、相互理解の促進に積極的に

貢献してまいります。 


